






























【正解と解説】

●問題Ⅲ-1
正解は④
室容積75m³、内装全表面積110m²（壁60m²、天井・床50m²）である。壁の吸音率を0.1から
0.25に変更すると、室全体の等価吸音面積は11m²から20m²へ増加し、セイビンの式より残
響時間は1.1×(11/20)≒0.6秒となる。

●問題Ⅲ-2
正解は③
二重サッシの結露防止では、室内の湿った空気がサッシ間に侵入するのを防ぐため室内側
サッシを高気密にし、外気側サッシは侵入した湿気を外部へ排出しやすい構造とする。

●問題Ⅲ-3
正解は⑤
標準新有効温度（SET*）は、標準環境条件として椅座安静（1.0met）および着衣量0.6clo
（軽装）を前提とした体感温度指標である。着衣量1.0cloとする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-4
正解は②
建物全体の熱損失を表す総合熱貫流率（熱損失係数Q値など）には、外壁や窓等からの部
位別貫流熱損失に加え、隙間風や換気設備による換気熱損失も合算して考慮される。

●問題Ⅲ-5
正解は①
両開口部の風圧係数がともに負の値であっても、両開口部間に風圧係数の差（内外圧力
差）が存在すれば空気の流動が生じ、風力換気が発生する。

●問題Ⅲ-6
正解は③
光沢面等による正反射光によって視線方向のコントラストが低下し、視対象が見えにくく
なる現象は「反射グレア（光幕反射）」と呼ぶ。直接グレアとする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-7
正解は⑤
全熱交換器は排気と熱交換を行いながら新鮮外気を取り入れる装置であり、交換器自身の
給気系統が外気取入れ経路を兼ねるため、別に独立した外気取入系統を必須とするわけで
はない。

●問題Ⅲ-8
正解は②
熱量保存則より、給湯量をQhとするとQh×(60−15)＝16×(40−15)が成り立つ。45Qh＝400
より、Qh＝400/45≒8.9L/minと算出される。

●問題Ⅲ-9
正解は③
防火ダンパの温度ヒューズの公称作動温度は、一般換気用が約72℃、排煙用が約280℃で
あり、羽根およびケーシングは厚さ1.5mm以上の鋼板等で製作することが定められてい
る。

●問題Ⅲ-10
正解は④
ホテル等で給湯栓の開放直後から適温の湯を供給し湯待ち時間を短縮するためには、返湯
管を設けて常時配管内の湯を循環させる「複管式」が採用される。

●問題Ⅲ-11
正解は①
デシカント空調は、シリカゲルやゼオライト等の吸湿剤を用いて空気中の水蒸気を直接吸



着・吸収して除湿する方式であり、冷却凝縮による除湿ではない。

●問題Ⅲ-12
正解は①
液体吸収剤を用いる吸収式除湿装置は、装置が大がかりで再生熱源や機器の腐食対策を要
するため、産業用等の特殊用途向けであり、家庭用として広く普及しているものではな
い。

●問題Ⅲ-13
正解は④
臭気濃度は、対象となる臭気を無臭の清浄空気で希釈し、無臭に至るまでの希釈倍数（無
次元数）で表した指標であり、におい物質の質量濃度ではない。

●問題Ⅲ-14
正解は⑤
WBGT（湿球黒球温度）の算出に用いられる自然湿球温度や黒球温度は周囲の気流速に影響
を受けるため、気流の影響も間接的に反映・考慮されている。

●問題Ⅲ-15
正解は④
二酸化炭素（CO2）濃度が1,500ppm程度で軽度代謝障害を起こすことはなく、10,000ppm（
1%）で数分以内に昏倒することもない（一般に意識喪失を招くのは約8〜10%以上）。

●問題Ⅲ-16
正解は③
建築物環境衛生管理基準において、空気調和設備による室温の調整基準値は「18℃以上
28℃以下」と定められている（令和3年改正により下限が17℃から18℃へ引き上げられ
た）。

●問題Ⅲ-17
正解は④
必要清浄換気量は80m³×5回/h＝400m³/hである。フィルタ循環による相当換気量は循環風
量×除去効率であり、選択肢4のePM1 50%（効率77%）で520×0.77≒400.4m³/hとなり基準
を満たす。

●問題Ⅲ-18
正解は②
開放式の角形冷却塔では、水が重力流下するのに対し空気を水平方向に通過させる「クロ
スフロー（直交流）方式」が多く採用されている。

●問題Ⅲ-19
正解は②
日除去BOD量は250×(200−20)×10^-3＝45kg/日である。転換率70%より乾燥汚泥量は
31.5kg/日となり、含水率98%（固形分2%）より発生汚泥量は31.5÷0.02÷1000≒1.58m³/
日となる。

●問題Ⅲ-20
正解は④
BOD面積負荷は生物反応槽の有機物負荷指標であり、浮遊物質の重力沈降分離を目的とす
る沈殿槽の機能・設計指標（水面積負荷や越流負荷など）としては不適切である。

●問題Ⅲ-21
正解は⑤
ばっ気は好気性微生物へ酸素を供給し混合攪拌を行う操作であり、脱窒に必要な水素供与
体（有機物など）を供給するものではない。また脱窒は無酸素条件下で行われる。

●問題Ⅲ-22
正解は③



選択肢のうち、浮遊微生物を利用する活性汚泥法を基本とする処理方式は「長時間ばっ気
方式」である（他はすべて担体や板を用いた生物膜法）。

●問題Ⅲ-23
正解は③
SVI（汚泥容量指標）は沈殿汚泥容量率SV（%）をMLSS（%）で除して求める。SVI＝40÷
(2500/10000)＝40÷0.25＝160となる。

●問題Ⅲ-24
正解は①
酸性過マンガン酸カリウム法によるCOD測定では、過マンガン酸カリウムが常に過剰に存
在する状態で加熱酸化させる必要があり、過マンガン酸カリウムが完全に消費される量と
する操作は誤りである。

●問題Ⅲ-25
正解は①
A2O（嫌気-無酸素-好気）法の1段目である嫌気タンクでは、リン蓄積細菌が有機物を取り
込み、体内のポリリン酸を加水分解して「リンを液中へ放出」する。

●問題Ⅲ-26
正解は③
溶存酸素のよう素滴定法（ウィンクラー変法）では、硫酸マンガン(II)、アルカリ性よう
化カリウム-アジ化ナトリウム、チオ硫酸ナトリウム等を使用し、過マンガン酸カリウム
溶液は用いない。

●問題Ⅲ-27
正解は②
公共用水域における生活環境項目（BOD/COD）の環境基準達成率は、流水域である河川（
約94%）が最も高く、次いで海域（約80%）、滞留水域である湖沼（約53%）の順である。

●問題Ⅲ-28
正解は⑤
産業廃棄物処理業の許可権者は「都道府県知事」（政令市長）であり、事業区域が単一の
市町村内であっても市町村長が許可を行うわけではない。

●問題Ⅲ-29
正解は②
ストーカ炉は階段状の火格子上でごみを乾燥・燃焼・後燃焼させて完全に灰化させる焼却
炉であり、焼却灰を高温で溶かす「溶融」プロセスは含まれない。

●問題Ⅲ-30
正解は④
日本の一般廃棄物最終処分量は年間約340万トン前後であり、3Rの推進や減量化の進展に
伴い近年も減少傾向を維持している。

●問題Ⅲ-31
正解は⑤
ダイオキシン類は排ガス冷却過程等でデノボ合成され、ばいじんに吸着・捕集されるた
め、集じん機で回収される飛灰中の濃度の方が主灰（焼却残さ）よりも大幅に高い。

●問題Ⅲ-32
正解は⑤
DBO（Design Build Operate）方式は、施設の設計・建設および長期運営を民間に一括委
託するが、資金調達は地方自治体（公共側）の財源で行う公設民営方式である。

●問題Ⅲ-33
正解は②
災害廃棄物の処理は、生活環境保全上および公衆衛生上の支障を防止し、被災地の早期復



旧・復興を図るために行われるものであり、自然環境保全上の支障対処を主目的とする記
述は不適切である。

●問題Ⅲ-34
正解は①
日本の最終処分場の標準構造は、集排水管の末端を大気開放し自然対流によって空気を導
入する「準好気性埋立構造」であり、送風機による強制通風を義務付ける好気性埋立構造
ではない。

●問題Ⅲ-35
正解は⑤
最終処分場の「廃止」は、浸出水水質や発生ガス等が十分に安定し、維持管理を行わなく
ても生活環境保全上の支障が生じる恐れがなくなった状態を認定するものであるため、廃
止後に浸出水処理施設の定期点検等の義務が継続するわけではない。


